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出典:鉄道新線建設における鉄道建設基金の構築に関する調査報告書（昭和62年3月 運輸経済研究センター）を基に国土交通省作成

国民所得変化便益

鉄道整備に伴う
経済波及効果

建設に伴う
投資効果

営業に伴う
投資効果

直接的な受益
（直接効果） 利用者便益 利用者利益

間接的な受益
（外部効果）

事業主体効果

外部経済効果

外部不経済効果 非利用者内在費用 非利用者実現費用

事業主体便益 事業主体利益

• 利用者の所要時間の短縮
• 交通機関選択肢の拡大
• 移動費用の縮減 など

• 行動可能時間の増加
• 支出可能額の増加 など

• 増加時間の活用による収入増加 など

• 他路線の混雑緩和
• 市場圏域の拡大
• 地域開発効果
• 立地条件の向上
• 既存交通からの転換 など

非利用者便益

• 行動可能時間の増加
• 顧客の増加
• 売上の増加
• 生産可能性の拡大
• 立地優位性の向上 など

非利用者利益

• 企業利潤の増加
• 地代収入の増加
• 土地売却収入の増加 など

• 環境の変化
• 地域の分断 など

• 居住環境の悪化
• 交通時間の増大 など

• 騒音対策費用の支出
• 交通費用の増大 など

• 鉄道利用者の増加
• 車両運用効率の向上 など

• 収入の増加
• 費用節減 など

鉄道整備に伴う経済波及効果の概要について

鉄道整備に伴う経済波及効果の概要図

資料２

 鉄道整備により利便性や速達性が向上することで、鉄道利用者には直接的な便益（受益）が発生する。
また、鉄道沿線の居住地、商業地、業務地においても混雑緩和や市場圏域拡大、立地条件の向上など、
鉄道の非利用者にも間接的な便益（外部効果）が生じる。
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都市鉄道整備による直接効果と外部効果について

 鉄道が整備されることで、利用者の利便性や速達性が向上するが、時間の経過とともに昼間人口の増加
や住宅・事業所等の価値の向上が見込まれるなど、外部効果は周辺の地域へ波及し、地価の上昇につな
がっていく。

鉄道整備 利便性・速達性向上（時間短縮・費用節減等） 自動車から鉄道への転換

住宅価値向上 昼間人口増加 事業所価値向上

転入希望増加

沿線人口の増加賃貸人口
増加

持家人口
増加

自動車交通量
減少

購買需要増加・
労働力の供給

商業ポテンシャル向上

地価上昇

開
発
物
件

既
存
物
件

① 居住地に係る主体への波及効果

居住物件

※次項

開
発
物
件

既
存
物
件

② 商業地(BtoC)に係る主体への
波及効果

店舗物件(BtoC)

※次項

開
発
物
件

既
存
物
件

③ 業務地(BtoB)に係る主体への
波及効果

オフィス物件(BtoB)

※次項

・通勤、通学/時間短縮・費用節減
・集積期待

・通勤利便性向上
・採用機会の増加 など

・CO2、NOx排出量の削減
・交通事故の減少ビジネス効率化・

顧客接点増加

鉄道整備の開発利益の波及効果

鉄道利用者の増加

鉄道利用者の増加

一部 国や自治体における
税収の増加
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都市鉄道整備の開発利益の波及フロー（居住地の事例）

 居住地に係る主体への波及効果としては、地価が上昇した場合、賃料収入の増加や売却益の増加ととも
に、その一部は税収として国や地域に還元される。

① 居住地に係る主体への波及効果

地価上昇

居住

賃貸人

保有継続

分譲

居住
非居住

（大規模開発）
非居住

賃貸

賃料
地権者 地権者

自治体 自治体

物件売却

既存地権者

新規地権者※1

新規地権者 開発者

賃貸人※1

開発者

自治体自治体※2国 自治体 自治体※2国 自治体※2国自治体 自治体

賃料

■地権者
■開発者 など

■国
■自治体

固定資産税
(単価増分)

固定資産税(単価増分)
住民税（所得増分）

譲渡
所得税

住民税
(譲渡所得分) 固定資産税

(単価増分)

新規
分譲 売却益

売却益

法人税 法人税住民税
(転入者相当分)

固定資産税(単価増分)
住民税(転入者相当分)
不動産取得税 法人事業税

法人住民税
法人事業税
法人住民税

賃料収入や売却益の増加の一部が税収として還元される

※1 転入者相当分は鉄道事業者の増収にもつながる
※2 沿線外の自治体を含む
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 商業地に係る主体への波及効果としては、居住地と同様の傾向に加え、顧客の増加や売上の増加が見
込まれる。

② 商業地(BtoC)に係る主体への波及効果

地価上昇

既存店舗 店舗用物件売却

既存地権者
地権者(営業者) 地権者(法人)

賃貸人(営業者)
新規地権者(営業者) 開発者

賃貸人(営業者)※1

開発者

自治体 国 自治体※2 自治体※2 自治体※2自治体 自治体 国 自治体 国 自治体

利益上昇 利益上昇 利益上昇 利益上昇 利益上昇

自治体国

雇用創出※1

所有 賃貸

分譲
賃料 所有

開発

売却益 賃料 ■地権者
■開発者 など

■国
■自治体

■企業

■国
■自治体 など

賃貸

売却益

事業所税

固定資産税
（単価増分）固定資産税

（単価増分）
譲渡所得税 住民税

（譲渡所得分）
固定資産税（単価増分）
不動産取得税

法人税（利益増分）

固定資産税（単価増分）
不動産取得税
事業所税

→開発
物件

既存←
物件

法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

※1 転入者相当分は鉄道事業者の増収にもつながる
※2 沿線外の自治体を含む

新規地権者(営業者)※1

法人税

法人事業税
法人住民税

法人税

法人事業税
法人住民税

利益上昇分の一部が税収として還元

自治体

固定資産税（単価増分）
法人事業税
法人住民税

国

法人税

賃料収入や売却益の増加の一部が税収として還元

都市鉄道整備の開発利益の波及フロー（商業地の事例）
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 業務地に係る主体への波及効果としては、居住地と同様の傾向に加え、商業市場圏域の拡大等が見込
まれる。

地価上昇

オフィス物件保有 オフィス物件売却

既存地権者
地権者(法人) 地権者(法人)

賃貸人(法人)
新規地権者(法人) 開発者

賃貸人(法人)※1

開発者

自治体 自治体 国 自治体※2 自治体※2 自治体※2自治体 自治体 国 自治体 国 自治体

利益上昇 利益上昇 利益上昇 利益上昇 利益上昇

自治体国

雇用創出※1

所有 賃貸

分譲
賃料 所有

開発

売却益 賃料 ■地権者
■開発者 など

■国
■自治体

■企業

■国
■自治体 など

賃貸

売却益

事業所税

固定資産税
（単価増分）固定資産税

（単価増分）
譲渡所得税 住民税

（譲渡所得分）
固定資産税（単価増分）
不動産取得税

法人税（利益増分）

固定資産税（単価増分）
不動産取得税
事業所税

固定資産税（単価増分）
法人事業税
法人住民税

→開発
物件

既存←
物件

法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

自治体国

法人事業税
法人住民税

自治体国

法人税（利益増分）
法人事業税
法人住民税

※1 転入者相当分は鉄道事業者の増収にもつながる
※2 沿線外の自治体を含む

賃料収入や売却益の増加の一部が税収として還元

新規地権者(法人)※1

法人税

法人事業税
法人住民税

法人税

法人事業税
法人住民税

利益上昇分の一部が税収として還元

③ 業務地(BtoB)に係る主体への波及効果

法人税（利益増分）

国

法人税

都市鉄道整備の開発利益の波及フロー（業務地の事例）



都市鉄道整備の開発利益について（まとめ）

 都市鉄道の整備効果は、鉄道利用者の利便性や速達性を向上させるだけではなく、例えば、沿線開発
による沿線での定住人口・就業人口・集客人口の増大を通じた沿線地域の社会経済の活性化やそれに
伴う沿線地価の上昇等、社会の広範囲にわたり波及し、多様な主体が幅広く受益する。

 また、都市鉄道整備により地価が上昇した場合には、⾧期的に国や沿線自治体等において税収（法人
税や固定資産税等）の増加が見込まれる。

■鉄道を利用しない人にも間接的に生じる効果（外部効果）の例
居住者:地権者の不動産価値の向上

地域開発の誘発ポテンシャルの向上

地域の賑わいの醸成

他路線の混雑緩和 など

商業等:商業市場圏域の拡大による集客力の向上（売上の増加）

従業者の獲得圏域の拡大（雇用確保の容易性の向上）など

企業等:商業市場圏域の拡大による顧客の増加（新たな業務機会の獲得）

従業員の生産性向上（移動抵抗の低減）など

 他方で、鉄道整備後に大規模な周辺開発が一層進展した場合には、既存駅への負荷が相当程度想定
される。駅改良などの追加的なコストが発生する場合には、その一部を原因者側が適切に負担するとい
う観点も重要。
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